平成２９年度第１回　大阪府障がい者自立支援協議会ケアマネジメント推進部会　議事概要
日　時：平成２９年７月６日（水）午前10時から正午まで
場　所：大阪府公館　大サロン
委　員：大谷部会長、姜委員、左古委員、辻委員、池尻委員、川井委員、河本委員
概要

１．議題１　ケアマネジメント推進部会での検討事項について
(1)資料１「平成29年度ケアマネジメント推進部会における検討事項（案）」の説明（事務局）
(2)委員からの意見
 （部会長）

　先進事例に触法関係も入れていただきたい。繰り返し問題を起こしてしまうケースもある。相談支援専門員も悩みながら支援している。報告には連携の仕方やアドバイスも含めてもらってはどうか？
（事務局）

報告書の掲載イメージであるが、ただ個別の具体的な事例を列挙する形ではなく、支援のスキームとして個別支援からソーシャルワークに至るまで全体を動かしていく中での専門員の役割をおさえた上で、どういう動きをとるべきかという手法を事例の中で紹介する形になるかと考えている。

（委員）

幼児・学齢期から高齢期までライフステージの流れで支援を考えることになると思うが、そのような全体の流れはどのようにイメージしたらよいか。他職種連携がポイントであれば、対象が児童でも高齢でも触法でも何でもよいのか。好事例を集める中で、例えば年齢層が高齢ばかりに偏った場合などはどうするのか。

（事務局）

事例に制限を設けるつもりはないが、結果的に収集した事例の年齢層に偏りが出る場合などは、なるべく偏らないようにしていきたい。

（委員）

支援困難な事例に対して、どのような連携で関わってくかというイメージかと思う。相談支援の現場で課題となっているのは、チームを組む場合にどのような視点を持つのか、また、例えば、強度行動障がいや触法関係などの支援の場合に、その支援の専門性をどのように高めるかということについて、もう少し踏み込んだまとめ方になると有益なものになるかと思う。

（委員）

報告書の主語を誰に置くかでまとめ方が変わってくる。地域の相談支援専門員とするのか、基幹相談支援センターや委託相談支援事業所の相談支援員も主人公にするのか。ケースによって動く人も違ってくる。また、誰に対して報告書を使ってもらうかも整理する必要がある。
（事務局）

まとめ方については、事務局でも思案しているところ。当事者・家族を支援するため多くの職種が連携するという意味で「多職種」とするか、相談支援専門員を中心としてスキルアップをベースに基盤整備につなげるために他の職種と連携する「他職種」とするのか。今回の資料では「他職種」としているがそこは、委員の意見をお聞かせいただきたい。
（部会長）

いずれにせよ、今後の会議の中で事例として挙がってくるのでそこで確認し、どちらの観点からまと
めていくかということになると思う。

（委員）

これまで相談支援体制に係る府の指針がなかった。体制整備に係る今回の報告書は、相談支援専門員向けというだけではなく、行政でも参考・活用してもらえるようなものを目指せないか。

（事務局）

　相談支援体制の整備状況は市町村により凸凹。広域行政体である大阪府としては、高い方に合わせ
てもらえるよう応援していく、そのために何ができるかということを委員のご意見をいただきながら

整理していきたい。

（部会長）

　ミクロレベルで個別支援、メゾレベルで市町村、マクロレベルで府という三層構造を構築して、その構造をどのように支えて形にしていくのが府の役割になるかと思う。報告書にはこの視点で事例を入れてまとめるといいのではないか。

(3)検討結果　

議題１の内容について、部会委員全員の了承を受けた。
２．議題２　「平成29年度障がい児者の相談支援に関する実施状況調査結果概要」について

(1)資料２の結果概要報告（事務局）

 (2)委員からの意見

（委員）

　P６「計画相談支援・障がい児相談支援」について。平成28年3月末から平成29年3月末の１年間で計画作成済人数が大幅に増えている。相談支援事業所や相談支援専門員も増えてきている中で、計画相談の質はどうなっているのかが心配。何か課題等浮かび上がってきているか。
（事務局）

　（計画作成済人数にはセルフプランも含まれているが、）セルフプランの割合は、42.8％。昨年と比べて、セルフプランの割合が大きく増えたということではないため、計画相談によりサービス等利用計画が作成されていると考えられるが、利用者数の増加に対して相談支援事業所数は120件しか増えていないという見方はある。１人あたりの相談支援専門員がどれくらいの件数を持っていて、この１年でどれだけ増えたか、その質がどうかというところは、現段階ではまだわからない。

（委員）

　受給者数も平成28年度に各段に増えている。この背景に何があるのかはわかっているのか。

（事務局）

　増えた理由については、お答えできるものがない。相談支援の質の問題を検討する上で、どこまでできるかはわからないが、今後市町村へのヒアリングの中で確認する機会もあるかと思う。
（委員）
　Ａ市の現状を言うと、相談支援事業所も２極化している。高いレベルの計画相談をしている事業所と、指定をとっただけでほとんど計画相談をしていない事業所がある。質の向上について、高いレベルを伸ばすのか、低いレベルを底上げするのか、どちらに焦点をおくか。

（部会長）

　何を持って質の担保とするか。相談支援専門員１人あたりの担当件数も非常に凸凹があるし、１人で70－80件もったら大変だろう。各市の状況はどうか。

（委員）

　Ｂ市では、1人100件持っている専門員もいる。多忙で連絡もつきにくい。まだまだ利用者が自由に選べる状況にない。新規相談が来たら、その時件数に空きのある事業所を確認して案内している。

（委員）

　Ａ市では、１人で70－80件もっているとは聞いたことがある。

（委員）

　Ｃ市でも、1人で100件以上持っている専門員がいる。サービス担当者会議をきちんと開いているのか、モニタリングで自宅訪問できているのか、実地指導をして確認する必要があると思っている。また、児童の場合、学校側がアセスメント会議にきた相談支援専門員を認識せず、追い返したケースもあり、幼、小、中の特別支援コーディネーター会議や校長会で相談支援専門員の周知をはかるようにしている。教育分野との連携はまだまだトラブルが多い。

（委員）

　平成24年度の文科省・厚労省通知（※）を見せてもそのような状況なのか。

（※）「児童福祉法等の改正による教育と福祉の連携の一層の推進について」（平成24年4月18日付厚生
労働省社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課、文部科学省初等中等教育局特別支援教育課通知）により、特別支援学校等と放課後等デイサービス事業所、保護者等との間で必要な連携を図るものとされている。
（委員）

　その通り。

（委員）

厚生労働省の専門官と、計画相談支援だけでは、報酬も低く事業がまわらないという話をしたときに、３か月モニタリングのケースで毎月30件、120件のケースをもてば事業がまわると言われたことがある。現実的な話ではない。

（部会長）

　現実には事業所の経営状況は厳しく、事業撤退もある。事業所の廃業状況についても示してもらいたい。

（委員）

　開店休業状態の事業所（指定をとっているが計画相談をしていない事業所）も調べてもらいたい。

（委員）

事業所は残っていても、従事する相談支援専門員が（退職や人事異動などで）入れ替わり、経験値が積みあがらない。事業所の数だけでなく、相談支援専門員の経験年数の推移についても、わかる範囲で調べてもらえないか。
（事務局）

　府としてどこまでできるか検討する。

(3)検討結果　

議題２の内容について、部会委員全員の了承を受けた。

３．議題３　報告書の方向性と進め方について

（1）　資料３「平成29年度ケアマネジメント推進部会　報告書イメージ」について説明（事務局）

 (2)委員からの意見

（部会長）

資料１のスケジュールではアドバイザー会議と連動した記載がされているが、関連性について説明をお願いしたい。

（事務局）

　府自立支援協議会の親会で、協議会の底上げをテーマに検討しており、相談支援アドバイザーにさらに積極的に市町村に助言に入ってもらう予定としている。その前段階として、大阪府の障がい福祉企画課が市町村にアンケートをとり、８月中旬にヒアリングに行く予定。その情報も活用しながらケアマネ部会の報告書をまとめたいと考えている。
（部会長）

　アドバイザーに事例の報告をしてもらうということか。

（事務局）

　アドバイザー事業と当部会の直接のリンクはないが、アドバイザーから得る情報は貴重であると考えている。

（委員）

　第２章自立支援協議会等の活性化とあるが、「相談支援専門員が身近に感じられる協議会」という視点を持ってまとめていきたい。「自立支援協議会って何？」という反応をする専門員もまだまだ多い。報告書を読んで、「自立支援協議会がこんなことをしてくれる組織なら、事案を持ち込んで一緒に考えてみよう」と思えるようなとりまとめの工夫があればよい。

（委員）

相談支援従事者現任研修では、自立支援協議会を意識する機会を持ってもらうために、事前課題にも、自分の市町村の自立支援協議会をイメージした社会資源の改善・開発という演習をするが、受講者の中には「この演習は無駄」と言う人もいる。アンケートでも書かれる。計画を立てるだけで精いっぱいだと。大きなケアマネにも目を向けないといけないのにそれができない実態も踏まえて、本当に必要な人の目に留まる仕掛けを考える必要がある。昨年度の「サポートツール」も、頑張っている人だけが目を通している状況。

（委員）

指定特定相談支援事業所にこちら（委託事業所）から一緒に会議をしましょう、と声をかけて、やっと利用してくれる。専門員が抱え込んで手いっぱいで外への視点を持ってない印象がある。

（事務局）

　制度体系について何かを言うということは、後々にも府の責任がともなう。どこまで書けるかについては、今いただいたご意見を参考に、つかってみよう、という気持ちになるもの、つかってみたら自分の仕事が楽になった、効果があった、となるものを検討したい。

（委員）

そうやって作ったものを研修の中に取り入れてフォローアップ研修ができればよい。

（部会長）

　（一相談支援専門員・相談支援事業所と自立支援協議会の関わりのあり方等については、相談支援事業所の）採算の問題もあり、現実には厳しいところもある。

　しかし、そうであっても、相談支援体制を整備していく中で、質の担保というところで、連携について、現実も踏まえた報告書のとりまとめを考えたい。例えば、成功事例だけでなく、失敗事例を入れてみるのはどうかと思うが、委員の皆さんのご意見はどうか。
（委員）

　好事例をたくさん出してもらって、連携の仕方や趣旨、必要性を示してもらった上で、これらをどこまで広げていくかが重要だと思う。

相談支援専門員のほか障がい福祉分野に携わる人達の認識を新たにしてもらうのもあるが、他分野にどこまで知ってもらい、連携に協力してもらえる体制に持っていけるか。大阪府には、自立支援協議会の先行事例を紹介して、後は市町村独自でやってください、と言うだけではなく、他の分野への情報発信や広げ方などの後押しの方法も考えてもらいたい。市から相談支援専門員に、相談支援にこのような連携をしてくださいと話をするだけでは進まないと思う。

（委員）　

　他機関との連携は、個々の相談支援専門員の技量にまかされているのが現状。そうではなく、経験の少ない相談支援専門員でも連携をとれる土壌づくりが必要。

（部会長）

　連携の仕組みをどう作るか。府の相談支援アドバイザー派遣事業を活用するなどになるか。

（事務局）

　報告書の載せ方や周知方法を検討する。以前、医療的ケア児の支援については、他部署と連名通知を出したことがある。手法は様々あるだろうが、効果が予測できる方法をとる必要があるので、検討させてもらう。

（委員）

　話は変わるが、資料１のスケジュール案について。第３回の後でもいいので、完成した報告書をどのように活用するのかをわかるように書き出してもらいたい。例えば、関係部署への周知や相談支援従事者研修の中で使う、などの活用イメージを明確にしてほしい。また、資料３の第３章の大阪府の役割は、この書き方だと支援困難事例の対応としてアドバイザー事業を活用する、というふうに読めてしまうので、章を別にして府の役割をまとめるなど構成について工夫がいるかと思う。

（委員）

　相談支援アドバイザー派遣事業は（市町村における）自立支援協議会の立ち上げ支援を目的として開始されたもの。一定自立支援協議会が設置されてからは、相談支援のスキルアップをはかる取組みに力を入れている。今は、再び協議会が形骸化してきているところもあるため、それをどうするかという役割も出てきており、地域へのアウトリーチを進めていこうと考えている。研修会や個別事例の会議等には入るものではない。
（部会長）

　相談支援アドバイザーは、連携の視点をもって市の体制への助言ができるのか。

（委員）

　相談支援アドバイザーはそういう視点を持った者が担っていると思っている。

（事務局）

　委員からの指摘のとおり、相談支援アドバイザーは個別事例には関わらないため、報告書の並びは再考する。
（部会長）

　アドバイザーについての理解が不十分であったが、今後は地域の連携のサポートを行ったり、市町村や自立支援協議会へのアドバイスができる仕組み作り、としての府の役割もあるのではないかと思う。

（委員）

他職種連携ということであれば、相談支援専門員の存在や相談支援の仕組みを他の職種や市町村に伝えるということも必要。

（委員）

市町村の役割も報告書に載せてもらいたい。例えば、委託相談支援事業所と基幹相談支援センターがどうタッグを組めば、こういう経過があってこういう効果がある、という見本があれば、市も動くことができると思う。市町村の役割を明確にしてもらうと、委託相談支援事業所、基幹相談支援センターなど相談支援機関の役割分担も進んでいくと思う。
（部会長）

他職種連携については、基幹相談支援センター、委託相談支援事業所、指定特定相談支援事業所等、相談支援機関での連携と、医療、保健、福祉、教育などとの連携がある。この２つを切り分けて、市町村の役割を明確化してもらえると、市町村としては動きやすいのではないか。

（委員）

市町村が相談支援体制を整備する際のモデルになるようなものができないか。このような相談体制をつくるとこのような人の事例はここで受けとめることができる、ここではこのような連携ができるといったような。
（部会長）

特定、一般、委託、基幹、市町村といった縦軸の連携、医療、保健、福祉といった横軸の連携の仕組みか。
（委員）

モデルを示せば、市町村の参考になる。それぞれの市町村にどれくらいの障がい者がいて、その支援のためにこのような連携がいる、また、指定、委託、基幹センターがどれだけ必要か、というものが分かれば。自分の市町村でも、これならできるなというものをモデルで示せるような視点があればよい。
（事務局）

　どこまでできるかということも含めて、検討する。

（委員）

協議会や基幹センターに焦点をあてているが、府内は基幹センターの設置率は７割。残りの３割はどうするのか。設置促進などをしているのか。

（事務局）

その状況は危惧しているが、強引に府がすすめていくことものではない。市町村自らがやらないといけないと思うようなもの、また、やらない場合は他にどういう体制がとれるか、というものを考えられる内容にしたい。
アドバイザー派遣事業は、協議会や基幹センター設置に際して市町村の困っている部分の解決のため、助言を行っている。

（部会長）

第２回の予定は１１月。それまでに各委員へは個別に事務局から依頼があると思うので、よろしく。
(3)検討結果　

議題３の内容について、部会委員全員の了承を受けた。
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